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はじめに 

私たちの周りにある環境問題は、公害や廃棄物問題など生活に密接に関係したものから、地球

温暖化の進行や生物多様性の損失など地球規模の問題に至るまで、複雑かつ多岐にわたっていま

す。こうした問題はいずれも、私たちの暮らしや社会経済活動と強くつながっていることから、

私たち一人一人が環境について理解を深め、問題解決に向けて行動していくことが重要です。 

この愛知県環境学習等行動計画では、持続可能な社会を支える「行動する人づくり」を目指し、

行動につなげるために必要な力を一人一人に育んでいくために、「家庭」「学校」「社会」におい

て行う環境学習等の取組の方向性を示します。

第１章 行動計画の基本的事項 

 １ 計画改定の背景  

（１）環境学習等に関する動向 

前計画策定までの経緯 

環境学習基本方針 

本県では、初めて環境学習等が法制化された「環境の保全のための意欲の増進及

び環境教育の推進に関する法律」（2003 年（平成 15 年）公布。以下「環境保全活

動・環境教育推進法」という。）に基づき、2005 年（平成 17 年）１月に「愛知県

環境学習基本方針」を策定しました。 

これに基づき、環境問題の解決に向け、自ら行動する人材を育成するため、４つ

の学びの段階（「出あい、気づきあう」、「学びあう」、「活かしあう」、「つながりあ

う」）を踏まえた環境学習を進めるとともに、人づくり、プログラムづくり、ネッ

トワークづくりといった取組を推進し、県民、事業者、NPO、市町村等の様々な主

体が互いに自主性を尊重しつつ、協働しながら持続可能な社会づくりに取り組んで

きました。 

行動計画の策定 

2011 年（平成 23 年）６月には、「環境保全活動・環境教育推進法」の改正法で

ある「環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律」（以下、「環境教育

等促進法」という。）が公布され、国の環境学習の基本理念が充実されるとともに、

協働取組の重要性が強く示されました。また、2012 年（平成 24 年）６月には環境

教育等促進法第７条に基づく国の基本方針（以下、「国基本方針」という。）が定

められました。 

これを受け、本県では、環境教育等促進法第８条に基づく、国基本方針を勘案し

た「環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育並びに協働取組の推進に関

する行動計画」として、同法第８条の２に基づく｢愛知県環境教育等推進協議会｣

の協議を経て、2013 年（平成 25 年）２月に、愛知県環境学習等行動計画（以下、

「行動計画」という。）を策定しました。これは、①社会における環境学習の推進、

②学校等における環境教育の推進、③連携・協働の強化を施策の３本柱として、「環

境面で持続可能な社会を支える人づくり」を目的に、2013 年（平成 25 年）度から

2017 年（平成 29 年）度までの５年間に実施すべき、環境学習等に関する取組の方

向性を示したものです。これに伴い、愛知県環境学習基本方針を廃止しました。 

 ※ 愛知県環境教育等推進協議会 

本県の「自然的社会的条件に応じた環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育並びに協働取
組の推進に関する行動計画」の策定に関する協議及び実施に関わる連絡調整を行うとともに、行動計画を
相協力して推進するために、県、市町村、県教育委員会、学校教育及び社会教育関係者、県民、事業者、
NPO、学識経験者で構成された組織です。 



本県での国際的な事業の開催 

本県では、環境を主なテーマとした３つの国際的な事業が開催されました。 

愛知万博と COP10 

自然の叡智をテーマとして、2005 年（平成 17 年）に開催された「2005 年日本国際

博覧会（愛知万博）｣は、自然との共生や環境技術に対する県民の関心が高まり、県民

ボランティアや環境 NPO の活動なども活発化する契機となりました。 

2010 年（平成 22 年）の｢生物多様性条約第 10 回締約国会議（COP10）｣開催に際して

は、環境意識や県民参加の機運が一層高まり、愛知万博で培われた県民ボランティア

や NPO 等の力が十分に発揮されて、会議を成功に導きました。 

ESD に関するユネスコ世界会議 

2014 年（平成 26 年）には、「ESD※に関

するユネスコ世界会議」が開催されました。 

ここでは、ESD のさらなる強化と拡大の

ための緊急の行動を求める「あいち・なご

や宣言」が採択され、教育・学習のあらゆ

る段階・分野で、持続可能な社会づくりに

必要な力をあらゆる人が身に付けられる

ように取り組むことなどを目指すグロー

バル・アクション・プログラム（GAP）の

開始が発表されるなど、環境首都あいちを

目指す本県が、持続可能な社会づくりを支

える人づくりとしての環境学習等をより

一層推進する絶好の契機となりました。 

本県では、ESD の推進拠点としてのユネ

スコスクールの加盟校数が全国一の規模

となっており、多くの学校が ESD に取り組

んでいるほか、その内容についても広がり

や深まりが出てきています。 

※ ESD（Education for Sustainable Development）

｢持続可能な開発のための教育｣と訳され、環境、貧困、人権、平和、開発といった、現代社会の様々な課
題を自らの課題ととらえ、身近なところから取り組むことにより、それらの課題の解決につながる新たな価値観
や行動を生み出すこと、そして、それにより持続可能な社会を創造していくことを目指す学習や活動のことで
す。 
ユネスコを推進機関として、世界中で ESD をもとにした人づくりを積極的に推進する強化期間(2005 年（平

成 17 年）から 2014 年（平成 26 年）までの 10 年間)を「国連 ESD の 10 年」といい、この間の活動を振り返り、
2014 年以降の方策についての議論を行う 「ESD に関するユネスコ世界会議」が開催されました。 

図１ ESD の概念図 
出典）「ユネスコスクールと持続発展教育」

（日本ユネスコ国内委員会） 

出典）国際連合広報センターWebサイト 

図２ 持続可能な開発目標（SDGs） 

国際的な動向 

持続可能な開発のための 2030 アジェンダ 

2015 年（平成 27 年）の国連サミットにおいて、「持続可能な開発のための 2030 アジェ

ンダ」（以下、「2030 アジェンダ」と言う。）が採択されました。そこに記載された「持

続可能な開発目標（Sustainable Development Goals：SDGs）」は、「地球上の誰一人と

して取り残さない」を理念とした、持続可能な世界を実現するために 2030 年までに達

成すべき、先進国を含む国際社会全体の目標です。 

日本においても、政府はもとより、学校や企業、団体でも SDGs に取り組むところが

増加しています。 

国の動向 

連携を支援する ESD 活動支援センター 

政府は、2016 年（平成 28 年）に、我が国における「持続可能な開発のための教育 (ESD) 

に関するグローバル・アクション・プログラム」実施計画（国内実施計画）を策定し、

ESD を浸透させる取組や実践力・協働力を高める取組の重要性に言及しました。同年、

環境省では、ESD を推進するためのネットワークを形成し、連携により ESD を支援する

ESD 活動支援センター（全国センター）を開設しました。翌年には、中部地方 ESD 活動

支援センターを開設し、各地の日々の暮らしの中で実践されている ESD の取組をつな

ぐ様々な支援を通じて、ESD 実践の質と量を高め合うことを目指しています。 

持続可能な開発目標（SDGs）実施指針 

国は、2030 アジェンダの実施に向けた国家戦略として、2016 年（平成 28 年）に「持

続可能な開発目標（SDGs）実施指針」を定めました。この中で、SDGs 達成に向けた具

体的施策として、家庭、職場、地域、学校等のあらゆる場で、発達段階に応じた適切

な教育が実践されるよう、ESD や環境教育に取り組む多様な主体の連携等を促進してい

くことが示されました。 



学校教育に関わる動向 

教育基本法の改正 

2006 年（平成 18 年）の｢教育基本法｣改正により、「環境の保全に寄与する態度を養

うこと」が教育の目標に追加され、2008 年（平成 20 年）に改訂された学習指導要領に

は、主に社会科や理科、家庭科などの中に、持続可能な社会づくりの視点が盛り込ま

れました。 

学習指導要領の改訂 

2017 年（平成 29 年）に改訂された小・中学校学習指導要領及び幼稚園教育要領では、

その前文で、「一人一人の児童（生徒、幼児）が…（中略）…持続可能な社会の創り手

となることができるようにする」ことがこれからの学校に求められるとされました。

具体的には、決まった答えのない課題に積極的に取り組み、試行錯誤しながら新しい

価値を創造できる力を育もうとするもので、これは、環境学習等の推進に当たっても

踏まえるべき重要な考え方と言えます。 

（２）これまでの行動計画の評価 

本県では、2013 年（平成 25 年）度から 2017 年（平成 29 年）度までの５年間、行動計画

に基づいて環境学習等を推進してきました。その成果を評価するため、県民、学校、事業者、

市町村等を対象にアンケート調査を実施したところ、以下のような結果が得られました。 

調査内容 H28 H25 

市町村による環境学習等を実施している各主体への支援

（NPO や事業者、学校等が実施している環境学習等への支援を行っ

た市町村の割合）       

81.5% 64.8% 

実体験を伴う環境教育の実施

（実体験を伴う環境教育を実施した学校の割合） 

小 高 100% 94.6% 99.2% 73.9% 

中 特 99.6% 100% 92.0% 96.2% 

事業者による
多様な主体と連携・協働した
環境学習の実施

工場等を利用した学習 30.4% 31.3% 

出前講座等 26.1% 25.0% 

環境保全活動の場の提供 11.6% 10.9% 

小：小学校、中：中学校、高：高等学校、特：特別支援学校 

表 1 から、行政による環境学習等を実施する各主体への支援の広がりや実体験を伴う環境

教育の定着など、環境学習等の取組の一定の進展がうかがえます。しかし、連携・協働して

それぞれの得意分野を活かし合うような取組は、あまり進んでいないと言えます。

表１ 平成 27 年度 各主体の取組状況（平成 28 年度・平成 25年度実施アンケート調査による）

また、図３－１・２からは、比較的多く取り組まれているごみの分別でも約 7 割程度、資

源回収への参加は半数に満たないなど、個々の取組は十分広がってはいないことがうかがえ

ます。とりわけ、自動車を使わず電車やバスを利用するといった不便を伴うような行動や、

旬や地のものの購入といった一定の知識や見識を必要とする行動、さらに地域の清掃活動や

施設見学、環境学習講座などの自主的参加意欲を要する活動は、低い実践率に留まっていま

す。 

69.6%

49.7%

45.6%

42.2%

40.6%

23.2%

18.9%

18.1%

2.8%

3.4%

0.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

ごみの分別

冷暖房を控えるなどの節電

物を大切に使い、不要なものは買わない

調理くずや油を排水と一緒に流さない

エコドライブ

旬や地のものを選んで購入する

ペットなどの生きものを自然の中に放さない

自動車に頼りすぎず、電車やバスを利用する

その他

特にない

無回答 回答数：1,610

44.8%

26.3%

14.7%

9.9%

8.5%

7.3%

5.7%

1.4%

20.4%

11.6%

2.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

市町村などが実施する資源回収活動

地域の河川・海岸等の清掃活動

環境について学べる施設の見学

自然観察会や自然保護活動

環境イベント

環境学習講座

河川の汚れ、生き物等の調査

その他

参加したことはないが、機会があれば参加したい

参加したことがないし、参加したいと思わない

無回答 回答数：1,610

図３－２ 環境学習講座や環境保全活動への参加状況（平成 28年度県政世論調査による）

図３－１ 環境への負荷の少ない暮らしの実践状況（平成 28年度県政世論調査による）



以上の結果から、次のような評価としました。

環境学習等の取組は一定の進展がみられるものの、不便を伴うような行動や自主的参加

意欲を要する活動は実践率が低いことから、学びが十分行動につながっていないといえる。

 ２ 課題  

「環境学習等に関する動向」から、すべての人が、環境問題について学ぶだけでなく、そ

の解決のために、学んだことを活かして具体的な行動を積み重ねていくようになることが環

境学習等に求められていると言えます。一方、「これまでの行動計画の評価」では、学びが

十分行動につながっていないという現状があります。 

そこで、持続可能な社会を支える「行動する人づくり」を進めるために取り組むべき環境

学習等の課題として、次のとおり整理しました。 

○ 行動につなぐ力を育む 

環境学習等に取り組む各主体が「行動する人づくり」という目的を共有して、学び

を行動につなぐために必要な力を一人一人に育んでいくという意識を持つこと。 

○ 環境学習等の機会の拡充と質の向上 

環境学習等に参加する機会がすべての人に確保されるとともに、日常の生活や活動

も環境学習等の機会となるということを浸透させること。また、一層の連携・協働の

強化を促すとともに、環境学習等の内容や手法の改善を促すことにより、「行動する

人づくり」を効果的に進められるようにすること。 

３ 行動計画の主な改定点 

環境学習等を通じて、持続可能な社会を支える「行動する人づくり」を進めることに重点

を置き、以下の点から行動計画を改定しました。 

（１）行動につなぐ力を育む 

環境学習等を通じて育むべき力 

環境学習等の推進に当たっては、私たちの生活が環境の恵みの上に成り立ってい

ることを実感し、私たちの活動が、環境に大きな負荷を与えていることを理解し、

問題の本質や取組の方法を自ら考え、解決する能力を身に付け、何よりも「行動」

に結びつけていくことが必要です。 

そこで、学びを行動につなげるために一人一人に必要な能力・態度として「五つ

の力」を示し（第２章「１ 学びを行動につなぐ『五つの力』」参照）、各主体がそ

れらを育むことを念頭に置きながら環境学習等に取り組むことにより、持続可能な

社会を支える「行動する人づくり」を進めます。 

（２）行動につなぐ力を育むための機会の拡充と質の向上 

家庭と地域コミュニティを取組の重要な主体として位置づけ 

環境に配慮した行動を日常に浸透させていくには、最も身近な家庭や地域でのあ

らゆる場面を学びの機会で満たしていくことが重要です。 

このため、改定に当たり、家庭及び地域コミュニティを、環境学習等の取組の重

要な主体として新たに位置づけ、生活や身近な活動と関わる学びや実践を促進しま

す（第２章「２ 各主体に期待される取組と施策の展開」参照）。 

すべての世代の参加を促進する、世代に応じた取組の拡充 

環境に配慮した行動は、すべての人が実践していくことが必要です。 

このため、すべての世代が環境学習等へ参加できるよう、世代ごとに適した内容

や手法などの特色を持たせた環境学習等の機会を拡充していきます（第２章「３ 

取組の効果的な展開に向けて」参照）。 

連携・協働の更なる強化による学び合い・育ち合いの視点の導入 

連携・協働は、多様な主体が強みを活かし合って互いの取組を効果的にするだけ

でなく、互いに学び合うことで、学びや取組の発展につながります。また、世代間

でも、子どもからシニア世代までがお互いに学び合うことで、共に成長することが

期待できます。このため、主体間や世代間の連携・協働による学び合い・育ち合い

を促進します（第２章「３ 取組の効果的な展開に向けて」参照）。 

実施手法の工夫点を「よりよい学びとするために」として例示 

各主体における環境学習等を行動につなげるものとするために、機会の拡充や質

の向上につながる工夫点を「よりよい学びとするために」として例示しました（第

２章「２ 各主体に期待される取組と施策の展開」参照）。 

４ 計画の目的・対象・期間 

（１）目的 

本県は、社会の低炭素化や自然との共生、資源循環といった取組が進み、県民が将来

にわたり安全・安心して暮らせる、環境・経済・社会が調和した持続可能な地域を目指

しています。 

持続可能な社会の形成には、「自らが持続可能な社会づくりに関する高い意識を身に

付け、自らの価値観により意思を決定し、行動していくことができる人材」が求められ

ます。そこで、本計画では、持続可能な社会を支える「行動する人づくり」を目的とし

て、学びを行動につなげるために必要な力を一人一人に育む環境学習等を進めていきま

す。 



（２）対象 

環境学習等には、県民一人一人が環境について理解を深め、問題解決に向けて行動し

ていくことが求められていること、また、SDGs が「地球上の誰一人として取り残さな

い」を基本的な考え方としていることから、本計画の対象はすべての県民とします。 

（３）計画期間 

本計画の上位計画である第四次愛知県環境基本計画が、2030 年の愛知の環境のある

べき姿の実現に向けて策定されていることや、SDGs が 2030 年までの目標であることを

踏まえ、本計画の計画期間を 2018（平成 30）年度～2030 年度とし、必要に応じ、概ね５

年ごとに見直すこととします。 

第２章 「五つの力」と各主体の取組の展開 

この章では、学びを行動につなげるために一人一人に必要な力を「五つの力」として示し、そ

れを「家庭」｢学校｣｢社会｣において育んでいくに当たって、各主体に期待される主な取組と県の

推進する主な施策を記載しました。 

また、誰もが学べる機会を得られるようにする「世代に応じた取組の拡充」や、各主体の取

組を一層効果的なものとする「連携・協働の強化｣についても、県の推進する主な施策を中心に

記載しました。 

図４ 「家庭」「学校」「社会」において育む、学びを行動につなぐ「五つの力」 



１ 学びを行動につなぐ「五つの力」 

県内では、多様な主体が様々な環境学習等に取り組んでいます。しかし、前述したように、

学びが十分行動にはつながっていないという現状があります。 

そこで、学びを行動につなぐため、県民一人一人に身に付けることが望ましい「五つの力」

を示しました。各主体がこの五つの力を育むことを念頭に置きながら環境学習等に取り組め

るようにすることで、持続可能な社会を支える「行動する人づくり」を推進していきます。 

※「五つの力」は、様々な主体が様々な機会を通じて働きかけていくことで、一人一人の

中に培われていくものです。 

【参考】環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育並びに協働取組の推進に関する基本的な方針（抜粋） 

（平成 24年６月 26日閣議決定）

環境教育や環境保全活動等の推進に当たっては、（中略）幅広く多岐にわたる諸情勢を適切に勘案することが必要で

す。そして、多種の取組を一過性に終わらせるのではなく、それぞれの主体の意識を更に高めるとともに、個々の主体が

取り組みやすくする仕組みづくりが求められています。 

また、問題の本質や取組の方法を自ら考え、解決する能力を身につけ、自ら進んで環境問題に取り組む人材を育てて

いくことが不可欠です。すなわち、私たちの生活が環境の恵みの上に成り立っていることを実感し、私たちの活動に起因

する環境負荷が、環境に大きな影響を及ぼしていることを理解し、問題の本質や取組の方法を自ら考え、解決する能力を

身に付け、何よりも「行動」に結びつけていくための、環境教育・環境学習が必要です。 

私たちは、環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律に基づき、持続可能な社会づくりに向けて、様々な

主体の自発的な活動を支援し、その基盤となる環境教育等の推進に取り組みます。 

政府としては、国民、事業者、民間団体、地方公共団体等様々な主体の自発性を尊重し、これらと協働しながら持続可

能な社会づくりに共に取り組んでいきます。

持
続
可
能
な
社
会
づ
く
り
に
向
け
た
行
動

•自然の素晴らしさや環境の大切さを感
じ取る力体感する力

•私たちの活動が環境に影響を与えてい
ることを自分のこととして捉える力理解する力

•環境問題を多面的に考察し、その本質
や解決策を見つけ出す力探究する力

•環境を守るために必要な知識やスキル
を自ら身に付け、活かす力活用する力

•共に未来を創り出すために、みんなと
つながる力共働する力

図５ 本計画における「五つの力」とその定義

◎“体感する力”～自然の素晴らしさや環境の大切さを感じ取る力～

感覚を使った体験は、実感を伴った学びとして一人一人の心に深く刻まれ、学ぶことの喜

びや意欲を生み出すことにつながっていく貴重な機会です。特に、幼少期においては、環境

への関心や思いやりの心を育む基礎を築くことにつながります。 

このため、環境学習等では、自然の素晴らしさや環境の大切さを感じ取ることができるよ

う、体験を重ねながら感性を磨いていくことが重要です。学校では体験学習を通して、家庭

や社会では日々の暮らしや活動の中での体験・実践を通して、“体感する力”を育んでいく

ことが期待されます。 

◎“理解する力”～私たちの活動が環境に影響を与えていることを自分のこととして捉える力～

私たちの活動がどのように環境問題を引き起こしたり環境保全につながったりするのか、

そしてそれらが私たちの生活にどのような影響となって返ってくるのかといったことに気

づくことにより、環境を自分に関わりの深いものとして捉えることにつながり、ひいては環

境を守るための行動へとつながっていきます。 

このため、環境学習等では、環境問題と学習者との関わりについて気づきを与えるような

工夫を施し、様々な環境問題を自分のこととして捉える力を育むことが大切です。学校では

知識やものの見方を身に付ける学習を通して、家庭や社会では日々の暮らしや活動を広い視

点で見つめ直すことを通して、“理解する力”を育んでいくことが期待されます。 

◎“探究する力”～環境問題を多面的に考察し、その本質や解決策を見つけ出す力～

環境問題は、地球温暖化の進行や生物多様性の損失にみられるように、様々な要因が複雑

に絡み合っています。 

このため、環境問題の解決に当たっては、問題の本質や真に必要な行動が何かということ

について、将来的な予測も踏まえながら、知識や経験を駆使して多面的に考察していくこと

が重要です。学校では総合的な学習の時間などでの問題解決的な学習などを通して、また家

庭や社会では実際の問題解決に向けた取組を通して、“探究する力”を育んでいくことが期

待されます。 



◎“活用する力”～環境を守るために必要な知識やスキルを自ら身に付け、活かす力～

知識やスキルを活かして持続可能な社会づくりに向け行動することで、やりがいや責任を

感じ、それが更なる実践へとつながります。また、実践を通して自分に足りない知識やスキ

ルに気づくことで、それらを身に付けたいという意欲につながります。つまり、知識やスキ

ルを身に付ける学習と実践とが互いに作用して、高め合うことが期待できます。 

このため、環境学習等においては、一人一人が学習を通して知識やスキルを身に付け、身

近なところから実践できる取組を積み重ねていき、そしてその結果を実感できるように工夫

していくことが重要です。 

家庭では日々の生活の中での実践を通じて、学校では体験学習や問題解決的な学習などを

通して、また社会では実際の問題解決の取組を通して、“活用する力”を育んでいくことが

期待されます。 

◎“共働する力”～共に未来を創り出すために、みんなとつながる力～

環境問題の解決には、一人だけではなく、多様な人々がそれぞれの立場において適切な役

割を担うことで、より大きな成果を生み出します。“共に”取り組むことで、連帯感が生ま

れて行動を起こしやすくなったり、強みを活かし合って行動が発展したりすることも期待で

きます。 

このため、一人一人が他者と力を合わせることの効果や価値に気づくことのできる取組を

通して、みんなとつながることの大切さを実感することが大切です。家庭や社会では日々の

生活の中での世代間の学び合い・育ち合いを通じて、学校では授業や行事など学校生活全般

を通して、“共働する力”を育んでいくことが期待されます。 

２ 各主体に期待される取組と施策の展開 

各主体には、以下に示すような各取組を通じて「五つの力」を育み、県民一人一人の学

びを行動につなげていくことが期待されます。 

なお、五つの力を育んで行動への意欲を引き出すため、必要に応じ、次の点に心がける

ことが効果的と考えられます。 

・自分のこととして捉えやすい身近な課題や場を取り上げる 

・実感として伝わり記憶に残りやすい体験を取り入れる 

・楽しい学びで明るく前向きな態度を引き出す 

（１） 家庭における環境学習等の推進 

家庭での日々の生活には、環境学習等の機会が数多くあります。 

特別に学習の機会を設けなくても、暮らしの中の様々な場面が気づきや学びのきっか

けになります。家庭は、日々の生活と環境との関わりに気づく最も身近な学びの場と言

えるでしょう。 

また、家庭は、学んだことをすぐに実践できる場であり、その実践を通して体全体で

感じたり考えたりしたことを次の実践に役立てることができる場でもあります。 

さらに、親から子へ、そして孫へと、世代を超えて学び合うことにより、知恵や知識

を伝え合い深め合うとともに、力を合わせて持続可能な社会づくりのための実践を選び

積み重ねていくことのできる、最も身近な共働の場でもあります。 

各家庭での取組の積み重ねが、持続可能な社会の実現につながります。 

＜家庭に期待される主な取組＞ 

直接体験（身近な自然の体験等） 

日常生活で身近な自然にふれる体験をたくさん持つことにより、見る、聞く、触れ

るなどの様々な感覚で季節の移ろいや生命の不思議さを感じ取れるようになって、自

然への畏敬の念を抱くことにつながっていきます。また、身近な生活についても、ど

のような環境が快適かを感じ取ることもできるようになります。 

NPO や事業者などが各地で行っている環境保全活動や環境学習講座へ参加すること

も、体験のよい機会であり、非日常的な体験をする中で感覚を研ぎ澄ませていき、い

つもとは異なる立場や視点から新しいものの見方を見つけることができます。 

よりよい学びとするために 

感動や驚きを分かち合う

 体験を見守る大人が共感することで、子どもたちの自然や環境への興味

や関心をさらに引き出します。 

身近な自然をゆっくりと満喫する

自宅の庭や近所の公園で、日頃は目にとめることが少ない小さな生きも 



のなどをゆっくりと観察してみることで、雄大な自然とふれあうことに引

けを取らない、感性を育むよい機会とすることができます。 

知識として知っていることを実際に体験する

知っていることや教科書で新たに学んだことを実際に試してみることで、

より実感を伴った生きた学びが実現します。 

エコアクションの実践 

暮らしの中で安全・安心や満足感、心地よさを求めていくこと自体が、環境学習等

につながることがあります。 

家庭での生活が環境に及ぼす影響も、積み重なれば社会全体では非常に大きなもの

となります。各家庭が、省エネ・省資源型やごみ・環境汚染を減らす暮らしの実践を

選び積み重ねていくことは、実践する人に満足感や生活の快適さをもたらすと同時に、

私たちの社会を持続可能なものにすることでもあります。また、フェアトレード商品

などエコラベル商品の購入や地産地消などグリーン購入の実践という各家庭での選択

が、全体では大きな力となって、環境問題をはじめとする様々な問題の解決に向けて

事業者や行政など社会を動かすことにつながります。 

よりよい学びとするために 

日々の生活から排出しているものに着目する

食べ残しや洗剤の使いすぎなどで毎日の生活から出る排水を汚さないよ

うにしたり、ごみを減らしたりする取組は、身近な川や地域の環境、そして

その自然の中で育まれた地元の食材を守る活動そのものであり、身近ですぐ

に実践できる学びとなります。 

地元産の旬のものを、適量購入する

地元の自然で育まれた旬の食材を選ぶことは、新鮮でおいしいというだけ

でなく、輸送距離が短く栽培に必要な燃料も少ないことから、温室効果ガス

削減にも貢献しています。栄養価の高い旬の食材を選ぶ、買い過ぎをやめる

などして食品ロスを出さないといった食生活は、各家庭で自然の恵みを実感

したり、限りある資源の大切さについて学んだりするよい機会となります。

また、身体や家計にもやさしく、社会全体として商品の適正供給や資源の有

効活用にもつながり、一石二鳥です。 

買物を通じて環境配慮の選択を積み重ねる

原材料は環境に配慮して生産・調達されたものか、製造の際に多量の無駄

が出ていないか、生産や輸送に多くのエネルギーが使われていないか、廃棄

の際に分別しやすいか･･･そうした観点から商品を選んでいくことは、知識

の蓄えが必要であり、環境学習のよい機会となります。環境配慮の視点で商

品を選ぶことは、商品の改善や環境配慮商品の販売拡大を促して、環境を良

くしていこうという意思表示を行っていることにもなります。 

世代間の学び合い・育ち合い 

異なる世代が共に暮らす家庭は、いろいろな見方や価値観に出会う、最も身近な世

代間の学び合い・育ち合いの場と言えます。家庭では、暮らしの中で培われた先人の

知恵や経験を若い世代に伝えるとともに、若い世代は身に付けた新しい知識や技能を

他の世代と共有することで、環境にやさしい生活を共に考え、創り上げながら、互い

に成長していくことができます。 

よりよい学びとするために 

昔の知恵・慣習の中から学び合う

「量り売りが多かったから、包装ごみが少なかった」、「薪でご飯を炊い

たり、お風呂をわかしていた」、「着物を仕立て直して子に受け継いでいた」

など、親から子へ、そして孫へと、昔ながらの知恵や経験を伝えることで、

「量り売りのものを選ぶとごみが減るんだ」、「近くの里山に生活を支えら

れていたんだ」と、生活の中での様々な場面で新たな気づきが得られること

があります。 

学校で得た知識や習慣から学び合う

「地元でとれた野菜や魚は、遠くでとれたものより輸送のための燃料や費

用がかからないんだって。」「分別すれば、資源になるよ。」などと、学校

で学んだことや実践していることなどを子どもから大人へ伝えることが、環

境に配慮した行動に家族みんなで取り組むきっかけとなることがあります。

また、子ども向けの講座に同席することで、保護者が気づきや発見を得るこ

ともあります。 



≪県の推進する主な施策≫ 

家庭での環境学習に役立つ環境情報の収集・発信 

家庭での環境学習等に役立つ具体的な情報を提供することで、日々の生活の中での

実感を伴った学びと実践を促していきます。情報発信に当たっては、各分野の施策や

事業を通してだけでなく、消費者教育等、家庭や生活に関連する他の施策との連携に

より、効果的な普及・啓発につなげていきます。 

○ 地域の特性を活かした体験活動や世代に応じた環境学習、世代間をつなぐ環

境学習等の場や機会についての情報収集・発信 

○ 家庭での環境学習に役立つ環境学習の場や機会の情報収集・発信 

○ 日々の生活での環境に配慮した取組や、安全・安心な生活に必要な知識・事

例の発信 

○ 地域の抱える環境問題と、その解決のために各家庭でできること、さらに各

家庭での取組の結果、県全体でどんな効果が期待できるかといった情報の発信 

例）各家庭から１日に出すごみを「一人につき大きめのイチゴ１個分」だけ減らせ

ば、県全体で〇〇トン（ナゴヤドーム○杯分）のごみが減らせ、処分場の寿命

があと〇〇年延びることが期待できます。（←というようなことを、イラスト等

で表す。）

身近な場所で、気軽に楽しく実感を持って学び合える機会と場の確保

県が自ら実施する、または他の主体に実施を働きかけるなどして、身近で気軽に参

加できる環境学習の機会の提供に努めます。併せて、環境学習を実施する各主体への

支援を通じ、様々なニーズに応じた家庭向けの環境学習等の更なる充実を図ります。 

また、家庭は多様な世代が同居する場でもあることから、世代間で交流しながら学

び合うことのできる環境学習等も実施します。 

○ 県内環境学習施設等の連携の充実 

○ 生活との関わりなどについて、体験等を通し、実感を伴って学べる機会の拡充 

○ 世代間の学び合い・育ち合いに発展する環境学習等の充実 

（２） 学校における環境教育の推進 

学校は、同世代が集団で過ごす中で、様々な体験を重ねながら知識・技能を身に付け

て、成長していく場です。学校での教育を通じて、未来の創り手として必要な基礎的知

識や、主体的に考え自主的に行動する力を養うことで、持続可能な社会の実現に向け、

様々な課題の解決のために考え、行動できる人材の育成を行うことができます。 

＜学校に期待される主な取組＞ 

発達段階に応じた環境教育の実施 

学校では、学習指導要領等に従ってふだんの授業や活動の中に環境の視点を入れて

いくことにより、発達段階に応じた継続的・発展的な環境教育を効果的に実施するこ

とが期待できます。特別支援学校においても、学習指導要領の趣旨に従って、個々の

児童・生徒の特性に合わせた環境教育の実施が期待されます。 

よりよい学びとするために 

あらゆる教科を環境教育に関連づける

環境教育は、主に総合的な学習の時間をはじめ、理科、社会、技術・家庭、

道徳などの教科や特別活動の中で行われていますが、例えば、環境に関する

文章やデータ、美しい自然を歌った歌詞などを取り上げることで、国語や外

国語、算数・数学、音楽などにも環境教育としての側面を持たせることがで

きます。 

学校の施設等を環境教育の教材として活かす

環境教育の機会は、学校の施設等にも見出すことができます。例えば、植

物で緑のカーテンを作ることなども、身近な実物教材として利用していくこ

とができます。 

学校行事や実習を、みんなで実践できる環境教育の機会とする

遠足の際にごみを持ち帰る、宿泊研修の際に節電・節水に心がけるなど、

学校での行事は、学習した内容を実践したり体験したりできる絶好の機会で

す。児童会・生徒会の活動や地域の清掃活動などのボランティア活動では、

みんなの力を合わせることにより大きな成果が得られることが実感できま

す。 



体験学習・問題解決的な学習の充実 

環境教育は、体験や問題の解決を通して具体的な環境保全の行動へと結び付けるこ

とが求められます。このため、環境教育の素材として、自分が暮らす地域の自然や社

会の課題を取り上げることで、安全・安心や快適さと環境との関わりや、人と環境と

の関わりを親しみと実感を伴って学ぶことが重要です。 

また、知っていることが社会でどう活かされているかが分かることで、「何のために

学ぶのか」をより実感できるようになり、それが行動へとつながることが期待できます。 

よりよい学びとするために 

自然や生きものを体験学習の素材にする

自然の素材は、どんなものにも見立てられる無限の可能性に満ちており、

子どもたちの創造力を刺激します。様々な感覚を使って自然にふれる体験で、

生きものの多様性や、その多様性を支え育む環境の大切さを自ずと体得して

いきます。 

飼育・栽培などは、生命の営みや自然の不思議さ、尊さについて身をもっ

て体験する機会であり、私たちの命を支える食料への感謝の気持ちを育むこ

とにもつながります。

環境を問題解決的な学習の題材に取り上げる

公害の歴史や、地域における大気や水の汚染、地球温暖化の進行、廃棄物

の問題、生物多様性の損失といった、私たちの社会における様々な問題を取

り扱うことは、過去や現在から学び、安全で安心なより良い未来のための解

決策を探る機会となります。 

ESD の視点を意識した環境教育の実施 

様々な場面での学びを持続可能な社会づくりの視点から関連づけ、計画的に実践す

ることにより、一つの事象を多面的に捉えることができたり、学んだことが有機的に

つながったりして、学校全体として環境教育を充実させることができます。取組の内

容を SDGs と関連づけることで、社会への貢献の視点も明確にすることができます。 

よりよい学びとするために 

各教科・活動をつないで学びを深める

年間指導計画等の作成に当たり ESD カレンダーを活用するなど、各教科や

活動等の間をつなぐ取組を学校全体で共有することで、子どもたちの視野が

大きく広がり、様々な学びが生きてつながり合う深い学びを実現させること

ができます。 

多様な主体との連携・協働による環境教育の実施 

連携・協働により外部の人材や場を活かすことで、学校の中だけではできない体験

や実感を伴った、「社会と結びついた授業」が実現しやすくなります。また、子ども

たちの育成を通じてより良い未来を創っていくというビジョンを地域の人々と共有し、

社会全体で環境教育を促進していくことにつながります。 

よりよい学びとするために 

地域の人材や場などの資源を活かす

社会の課題解決に取り組む事業者や NPO 等との連携・協働により、知識

と経験に裏打ちされた、効果的に学びを行動につなぐ授業づくりが期待でき

ます。PTA などの地域コミュニティにも、様々な能力を持つ人材が豊富に存

在すると考えられます。 

また、環境学習施設等や企業、大学の施設、NPO の活動フィールドなど、

地域には環境教育に活用できる資源が豊富にあります。 

学校の外へと発展する環境教育の実施 

学んだことを家庭で試したり地域で実践したりすることで、家庭や地域での学び合

い・育ち合いへと発展することが期待されます。そのため、環境教育では、家庭や地

域を巻き込んだ、実践的で身に付きやすい展開が重要です。 

よりよい学びとするために 

家庭での学び合い・育ち合いにつなぐ

環境の視点を入れた課外活動や家庭学習は、保護者にとっても学びの機

会となり、互いの知識や経験の共有を促して、家庭での学び合いや実践の継

続につながります。例えば、冷蔵庫の中の食材の産地を調べる家庭学習や、

授業参観などで児童生徒が保護者と一緒に行う自然素材を使った工作など

は、家庭で自然や環境について学び合う機会を提供することになります。 

地域での学び合い・育ち合いにつなぐ

校内の草取りや地域の美化といった活動を PTA などの地域コミュニティ

と一緒に行うことは、地域での学び合いの場をつくることになります。NPO

等と連携した取組の中に環境の視点を取り入れるなどの工夫も、学校から地

域に環境教育を発信することにつながります。さらに、例えば、幼稚園と高

等学校、中学校と大学など異なる種類の学校が共に活動することで、学校の

枠を超えた世代間の学び合いにも発展します。 



環境教育や ESD の推進のための人材育成と研究 

学校教育の様々な場面で環境教育を行ったり、各教科や活動を ESD の視点でつない

だりできるようにするためには、教員に対する研修が重要です。大学においては、持

続可能性の観点を持って各専門分野で活躍できる人材を養成していくことも求められ

ます。 

また、主に大学では、各学校の特性に応じて、環境教育や ESD の推進につながる研

究を行い、その成果を学校や社会の中で活かしていくことも期待されます。 

よりよい学びとするために 

学校間で経験や知見を共有して深める

各学校での実践から蓄積された経験や知見は、他の学校での実践を効果的

に進めるのに大いに役立つことから、事例研究などを通して積極的に学校間

で共有したり深めたりすることが重要です。 

≪県の推進する主な施策≫ 

環境教育の促進（学校全般） 

学校での環境教育を一層促進するため、教員にとって過度な負担とならずに、学習

指導要領に沿った授業等の中に環境の視点を盛り込んでいくことができるよう、学校

に対する様々な支援を行っていきます。また、学校が多様な主体と連携・協働した効

果的な体験学習を行いやすいよう、環境づくりを進めます。 

○ 環境教育に必要な人材や場、教材とのマッチングの仕組みの提供 

○ 県内環境学習施設等のネットワークを活かした、環境教育の機会の拡充と質の

向上 

○ 効果的な環境教育を実施するための教員研修の実施 

○ 環境教育の参考となる、地域資源の活用事例や、学び合い・育ち合いに発展し

た事例についての情報提供 

○ 環境教育に活用できるデータや情報の、学校が使いやすい形での発信 

（環境に関するデータ、発達段階に応じた体験的学習の場や教材、専門的な人材、

財政的支援に関する情報など） 

○ 表彰・コンクール等による、優れた環境教育の取組への支援 



発達段階に応じた環境教育の促進 

環境教育に求められる役割や必要な手法は発達段階ごとに異なることから、各段階

に応じたきめ細やかな支援等を行って、学校での環境教育を一層充実していきます。 

◎ 幼稚園等・小学校低学年 

幼少期から小学校低学年にかけては、様々な感覚に働きかけることが有効であ

り、生涯の記憶として残りやすくなります。また、自然の中で自由に遊ぶことで

体力や好奇心、あるいは一緒に遊ぶ仲間との社会性も身に付けることができます。

自然体験を通して、人と自然の関係を認識していきます。 

このため、幼稚園・保育所・認定こども園、小学校低学年レベルにおいては、

自然の中で遊び、楽しみながら自然に対する感性や環境を大切に思う心を養うこ

とができるよう、自然とふれあう学習を重点的に促進します。 

○ 自然とふれあう学習の推進 

・地域の田畑・森・川・海や校内・園内の菜園における農業・林業体験などの

学習 

・季節の移ろいに伴う自然の変化を体感できる、身近な自然（里山や里海、都

市公園、校庭・園庭など）の中での年間を通じた活動 

・県環境学習施設「もりの学舎」等における、自然への関心を刺激する参加体

験型学習 

◎ 小学校高学年・中学校 

小学校高学年から中学校においては、自然の仕組みや生物の多様性、人間を取

り巻く環境問題などについて学習します。この学びをより深い学びとするため、

学習状況に合わせて、次のような体験的・探究的な学習を盛り込んだ効果的な環

境教育を促進します。 

○ 身近な自然の中での学習の推進 

里山や里海など身近な自然を体験するなどして、自然（生態系）は、食物

連鎖、共生・寄生など、多様な生きもののバランスによって成り立っている

こと、自然によって私たちの暮らしや社会活動が支えられていること、開発

などで自然が減っており保全が必要なことなどを学びます。また、農林水産

業も自然の力によって成り立っていることも学びます。こうした体験学習等

の実施を推進します。 

○ 低炭素社会の形成に向けた学習の推進 

地球温暖化対策として、講義や実験を通じ CO2削減やエネルギーに関する

ことを学習し、家庭における省エネなどのエコライフを促進する出前授業等

を推進します。 

      ○ 水に関する学習の推進 

身近な水辺の生きもの調査や水質調査を通じて、生活排水等が川や海に与

える影響や、生活排水対策を学習できる出前授業等を推進します。 

○ 資源循環や廃棄物に関する学習の推進 

暮らしの中で出る廃棄物がどのように処理され、資源化されているかを理

解し、廃棄物のリサイクル等を学習できる出前授業の開催、廃棄物処理場や

下水処理施設等の見学を推進します。 

○ 買物や食に関する学習の推進 

製品のライフサイクルにおける環境負荷を考えながら買物をするグリー

ン購入や、旬の時期に地域で生産されたものを地域で消費（食べる・利用す

る）し、生産や輸送にかかるエネルギーを節約する地産地消など、環境に配

慮した買物について学習する機会を提供します。また、自然界の中で動植物

と共に生きている自分の存在について考え、環境や資源に配慮した食生活を

実践する食育を推進します。 



◎ 高等学校 

高等学校における環境教育では、自然や環境を守り、環境問題や人間を取り巻く

様々な問題を解決するための、具体的な行動に結び付けることまで期待できます。こ

のため、発展的・専門的な環境教育により、自然科学や環境への興味・関心を高め、

課題解決に向けて考察する態度を身に付けることを促進します。 

○ 身近な環境課題の解決に向けた学習の推進 

  生徒の身近な環境への興味・関心を高め、持続可能な社会づくりに向けた

行動を促進するため、地域の環境課題について調査研究し、その成果を普及

する取組を推進します。 

○ 再生可能エネルギー等に関する学習の推進 

持続可能な社会のエネルギーのあり方について学習するため、日常生活

におけるエネルギーの使い方や、現代社会におけるエネルギー事情といった

エネルギー問題に関する環境教育を授業の中で進めます。 

また、事業者の協力を得て、具体的な再生可能エネルギーや新エネルギー

技術への理解や関心を高めるため、出前授業等の取組を推進します。 

○ 自然科学等に関する学習の推進 

生徒の自然科学や技術革新への興味・関心を高めるため、大学で高校生対

象の講座を開催したり、生徒が研究したことを発表したりする取組を推進し

ます。 

○ 自然科学や環境に関するコース等における学習の推進 

県立高校に設置した総合学科の自然科学に関する系列、普通科の自然科学

コース等において、様々な環境への興味・関心を高め、考察する態度を身に

付けるための授業を実施します。 

◎ 大学・専門学校（高等教育機関） 

大学や専門学校では専門的な人材育成を行っていることから、各専門分野に応じた

環境教育を推進します。 

また、専門的な調査研究や技術開発を行っていることから、その専門性を社会にお

ける環境学習等に活かすため、多様な主体との連携・協働を促進します。 

○ 各専門分野に応じた環境教育の推進 

○ 専門性を活かした環境学習等（幼稚園～高校や家庭など他の主体向け）の

推進 

○ 大学生等が、事業者などとの連携・協働により、環境課題の解決に向けた

具体的方策を研究する取組 

（３） 社会における環境学習等の推進 

持続可能な社会づくりのためには、社会を構成するすべての主体が、それぞれの特性

に応じ、適切な役割を果たしながら、継続的・発展的に環境学習に取り組んでいくこと

が必要です。 

社会においては、事業者や NPO 等の環境に関するノウハウや専門性、地域コミュニティ

のネットワーク等を活かしながら、学校も含めた各主体が連携・協働してお互いを補い

合うことで、より発展的・専門的で実践的な環境学習を展開することが期待できます。

取組の内容をSDGsと関連づけることで、社会への貢献をより明確に示すこともできます。 

ア 事業者 

事業者は、環境と経済の両立を目指した事業活動を進める中で、低炭素社会や資源

循環型社会の実現、自然との共生などの様々な環境課題の解決に寄与することができ

ます。こうした取組を進めるに当たっては、社員の環境に対する意識を高めるととも

に、事業者としてのノウハウやスキルを活かして環境学習等に積極的に関与すること

も重要です。また、それにより、事業者自身に新たな企業価値を創出し、経済と環境

の両面からの持続性を高めることにもつながります。 

＜事業者に期待される主な取組＞ 

社員教育の中での環境学習等の実施 

取り扱う製品・サービスと地球環境との関わりや、事業所と地域の環境との関わりな

どについて知る環境学習は、社員の環境意識を高め、事業者が環境に関する取組を進め

ていくための第一歩と言えます。コンプライアンスの徹底や企業イメージの向上、さら

にはリスクの低減やコストダウン、技術革新等といった効果も期待でき、環境負荷を低

減して事業活動を持続可能なものとすることにもつながります。

よりよい学びとするために 

環境と事業活動との関わりについて把握する

事業活動による環境へのプラスとマイナスの影響を把握し、事業の方向

性や手法を決定していくに当たり、環境マネジメントシステムの導入・実施

のほか、事業活動と SDGs の目標との関連づけなどを活用することができま

す。また、環境法令の届出書類も、事業活動や事業所と環境との関わりが見

える化されたリスクマネジメントのツールとして活用することができます。 

また、地域における環境保全活動に参加することも、地域の環境との関

わりを体感するとともに、事業者の考え方や方針を住民に伝える貴重な機会

です。 



事業活動での環境負荷低減を通した実践的な環境学習の実施 

事業者は、製品・サービスのライフサイクル全体（資源採取―原料生産―製品生産―

流通・消費―廃棄・リサイクル）や国際的な事業展開などの様々な場面で、環境負荷低

減に努めることが求められます。その取組は、消費者や取引先に対して、製品を通して

環境について考え、持続可能な社会の実現に向けた行動を実践する機会を提供すること

につながります。また、自らの人材や施設、ノウハウ等を活かした環境学習等の実施や

地域の環境保全活動の支援は、事業者の社会的責任としてだけでなく、事業者自らの活

動の社会的意義を追及し、持続的に発展していくためにも極めて重要です。 

よりよい学びとするために 

ライフサイクルの視点で環境配慮に取り組む

例えば、製造業の事業者であれば、ライフサイクル全体として大きく環境

負荷を低減することができます。具体的には、生物多様性の保全とその持続

可能な利用や生産者の安全性に配慮した原料の調達、製造・運搬時の温室効

果ガスや製造工程からの廃棄物を減らす技術の採用、廃棄時の資源回収や使

用時の水や電気量の削減まで考えた製品設計、廃棄後の分解による安全性や

生態影響の考慮といった工夫を凝らすことができます。そうした取組により、

消費者としての県民に環境配慮行動を選択できる機会を提供することにも

つながります。 

農林水産業であれば、自然体験や農業・林業・水産業体験などを通して、

環境に配慮した事業活動を行うことが地域の自然環境の維持管理に役立っ

ていること、食という人間が生存するうえで基本的な部分を扱っていること

などについて、実感を持って学べる機会を提供できます。 

消費者や取引先へ気づき・学び・実践の機会を提供する

ライフサイクル全体での環境負荷低減の取組や、製品の使用に当たって環

境に配慮するための留意点などについて広く発信することで、消費者や取引

先へ気づきや学びの機会を増やしていくことができます。 

例えば、小売業や製造業が、「この製品を選ぶことで、SDGs の『つくる

責任、つかう責任』、『海の豊かさを守ろう』という目標の達成に貢献でき

る」、「この製品を選ぶことで、同等の従来品よりも CO2排出量を○％削減

できる」といった分かりやすい説明や成果の見える化を行うことで、消費者

に学びの機会を提供することになります。 

また、社会や環境などに配慮した消費※を促すインセンティブを付与する

ことで、持続可能な社会づくりに向けた実践を促すことにもつながります。 

※ グリーン購入などのエシカル（倫理的）消費は、「安さ」や「便利さ」の裏にある人や社会、環境

への影響を意識した消費行動で、世界で起きている様々な問題の解決に消費者として寄与

する、有効な手段のひとつです。 

多様な主体との連携・協働による環境学習等の実施 

事業者は、社会のニーズに応えたり新たな価値を創出したりするなど、様々な課題解

決に取り組んでいます。そうして蓄積した専門的な知識や技術等は、実感を伴う、より

効果的な環境学習等にも活かすことができるため、学校や社会との連携・協働の推進が

求められます。

よりよい学びとするために 

事業活動で培った専門性を活かす

専門的な知識や技術を活かした出前授業や、施設等での見学・体験の受

入れなどは、学校などで学んだことが社会の中で実際にどう活かされている

かを、実感を持って学べる絶好の機会です。事業者にとっても、人材育成や

地域貢献につながるだけでなく、社会的意義や価値に気づく機会にもなりま

す。 

事業者の持つ資源を環境学習等に活かす

事業者の中には、環境教育等に取り組む学校や NPO 等へ、実験用の教材

の貸出や自社敷地内のビオトープや緑地などの開放、助成制度など資金面

での支援を行っているところもあります。事業者ならではの強みを活かし

たこうした取組は、学校や NPO などにとっては、貴重な学びの機会の確保

につながっています。 

≪県の推進する主な施策≫ 

社内外に向けた環境学習等の促進 

事業者による環境学習等の取組を一層促進するための様々な取組を、必要に応じて産

業支援等、関連する他の施策とも連携して、効果的に実施していきます。 

また、事業者の持つ資源を活かした効果的な環境学習等を拡大するため、多様な主体

と連携・協働しやすい環境づくりも推進します。 

○ 環境学習等を行う事業者への支援（情報収集・提供など） 

○ 愛知環境賞などの表彰、社会や環境への配慮の観点からの優遇措置等を通した、

優れた技術開発や活動等の支援 

○ 環境マネジメントシステム等に関する情報提供と運用の支援 

○ 主体間をつなぐ仕組みや促進策の提供 

○ 優れた取組事例の共有の促進 



 イ NPO 等 

NPO や NGO 等の民間非営利組織やボランティア団体（地域コミュニティを除く）は、

持続可能な社会づくりに向けた様々な課題解決のための活動を行っています。NPO 等が

それぞれの活動を活かして地域における環境学習等をさらに発展・拡大させていくこと

は、持続可能な社会を支える人づくりを充実させるための一翼を担うことにもつながり

ます。 

＜NPO 等に期待される主な取組＞ 

地域における発展的な環境学習等の実施 

NPO 等は、活動分野に関連する専門的な知識や経験を活かすことで、体験的・実践的

な環境学習の機会を提供するとともに、ネットワークを活かして多様な主体と連携・

協働することにより、あらゆる主体の環境学習等の取組を充実させることができます。 

よりよい学びとするために 

連携・協働で自らの強みを活かす

NPO 等は、それぞれの目的に応じてリサイクル活動や自然保護活動、事業

者等の環境マネジメントシステムの相談といった活動を行っており、その分

野での経験から得た知識やノウハウを蓄積しています。また、豊富なネット

ワークや行動力なども持っています。それらを活かすことで、社会の中で課

題解決に向けた取組がどのように行われているか、実感を持って学べる環境

学習等を実現することができます。連携・協働先のニーズに沿った形で強み

を活かすことは、NPO 等自身にとっても人材育成の機会になるほか、社会の

中での自らの価値に改めて気づく機会になります。 

連携・協働を促して他者の力を活かす

NPO 等の中には、各主体間の連携・協働を促す調整（コーディネート）を

行っているところもあります。そこで培ったノウハウやネットワークは、例

えば環境教育に取り組む学校と専門家をつなぐコーディネーターの役割を

担うことで活かすことができます。 

≪県の推進する主な施策≫ 

NPO 等のポテンシャルを活かした環境学習等の促進 

NPO 等の持つ資源を活かした効果的な環境学習等をさらに拡大するため、多様な主体

と連携・協働しやすい環境づくりを推進します。 

また、NPO 等の活動の深化・活性化を促すことで、環境学習等の一層の拡大・発展を

推進します。 

○ 環境学習等を行うNPO等への支援（情報収集・提供、研修、表彰制度など） 

○ 主体間をつなぐ仕組みや促進策の提供 

○ 優れた取組事例の共有の促進

ウ 地域コミュニティ 

自治会、老人クラブ、子ども会、PTA などの地域コミュニティは、目的に応じて様々な

団体が活動を行っており、地域づくりの主要な担い手となっています。このため、生活

に密着した日々の活動を通して、様々な課題に対応した環境学習等の機会を提供するこ

とができます。また、こうした活動は、地域の魅力を再発見するきっかけになって、参

加する人たちの生きがい、やりがいの向上につながり、それが活動や人材の育成をより

活発にして、地域のネットワークの強化や活性化を促すといった好循環が期待されます。 

＜地域コミュニティに期待される主な取組＞ 

地域の行事や課題を素材にした環境学習等の実施 

地域コミュニティの活動は地域住民の知識や意欲、行動を高めるものであり、そこ

に環境配慮の視点を取り入れることで、地域ぐるみの様々な環境学習等の機会を提供

することができます。認識を共有しながら地域のネットワークを活かして共に学び合

い育ち合うことで、地域の課題解決に向けた実践につながります。また、子どもから

高齢者まで関わりがあることから、世代を超えて学び合い育ち合う、またとない機会

ともなっています。 

よりよい学びとするために 

定例行事や地域の拠点を活かす

例えば、地域の行事で豚汁や餅を振舞う際、マイ箸・マイ椀持参方式にす

ることで、参加者がごみを減らす体験の機会を提供することができます。 

防災訓練の際に、非常食の定期的な確認を呼びかけることは、家庭での危

機管理の向上や地域の防災意識を高めるだけでなく、保存食品の期限を確認

して食品ロスを減らす取組にもつながります。 

公民館や児童館、図書館といった地域の拠点や公園など身近な自然を活か

した環境学習も、地域コミュニティならではの強みを生かした取組です。こ

のように、各地域コミュニティの取組は、ちょっとした工夫で環境学習とす

ることができます。 

成果や目的を共有する

例えば、市町村と連携して、分別回収で誤って混入することが多いもの

の例や、なぜそれが良くないのかといったことについて回覧で町内に注意を

呼びかけることで、地域のごみの分別が進むことにつながるだけでなく、各

家庭での生きた学びの教材となります。また、「分別が徹底されていたおか

げで、回収された資源が高値で買い取られた」などと成果を併せて発信する

ことで、リサイクルの意義を理解させるという教育的な効果が期待できます。 



あらゆる世代が参加しやすいしかけをつくる

行事などで世代ごとに役割を任せたり、それぞれ活躍の場を確保したり

して、それをうまく組み合わせることにより、家庭や地域での世代間の学び

合いを促すことにもつながります。 

例えば、地域の資源回収では、集められた資源ごみがどうリサイクルさ

れるかを親子で学べる機会を盛り込むことができます。 

≪県の推進する主な施策≫ 

地域コミュニティのネットワークを活かした環境学習等の促進 

地域コミュニティのネットワークや既存の活動を活かした環境学習等が普及・浸透

するような環境づくりを、地域コミュニティと密接な関わりを持つ市町村の施策とも

連携して、効果的に推進していきます。 

○ 環境学習等を行う地域コミュニティへの支援（情報収集・提供、研修、表彰制

度など） 

○ 主体間をつなぐ仕組みの提供 

○ 優れた取組事例の共有の促進 

エ 行政 

市町村や県には、家庭、学校、事業者、NPO 等、地域コミュニティといった多様な主体

が、持続可能な社会を支える人づくりとしての環境学習等に取り組める環境を整えること

が求められます。 

一般的には、基礎的自治体である市町村は、地域の多様な主体による地域特性を踏ま

えた環境学習等の取組を促進することが、広域自治体である県は、そのための計画や仕組

み等の環境づくりとともに、市町村の枠を超えて実施することが効果的である取組を行う

ことが、それぞれの主な役割と言えます。 

また、市町村や県には、持続可能な社会づくりに関わる様々な分野の施策があり、そ

れらを組み合わせることで、多様な視点から環境問題を捉える効果的な環境学習等とする

ことができます。さらに、それらの課題を SDGs に当てはめて考えることで、環境問題を

地域間や他分野とのつながりの中で理解するきっかけとなります。 

市町村と県は、これらを踏まえ、それぞれの役割に応じた取組を推進することが必要

です。 

注）環境教育等促進法では、都道府県及び市町村は行動計画を作成するよう努めること、地方公

共団体の責務として、その地方公共団体の区域の自然的社会的条件に応じた施策を策定し、

及び実施するよう努めることとされており、基本的に県と市町村の役割や責務に差異はありませ

ん。このため、ここで記載する市町村の取組が、市町村独自の行動計画の作成や施策の実施

を制限するものではありません。 

＜市町村に期待される主な取組＞ 

地域の特性を活かした環境学習等を実施できる環境づくり 

市町村は、地域の実情にあった環境学習の取組の方向性を定め、そのために必要な計

画の策定や指導者の育成といった仕組み等を整えていくことで、地域コミュニティや地

元の学校、事業者、NPO等が、地域の特性を活かした環境学習等に取り組みやすい環境を

つくることができます。 

よりよい学びとするために 

地域の各主体とビジョンや課題認識を共有する

ごみの削減や河川の水質保全など、環境行政上のビジョンや課題、その解

決のためにできることについて広く発信することは、地域住民と認識を共有

し、地域全体での課題解決に向けた学習の取組につながります。その際、例

えば、家庭や学校、事業者、地域コミュニティなど、環境学習等を行う各主

体のニーズに沿った、情報提供を行うことが重要です。 

身近にある場や機会を活かして環境学習等を促進する

環境学習施設や図書館、公民館等の社会教育施設、身近な自然なども貴重

な地域資源であり、講座の開催や見学の受入れなど各施設の強みを活かすこ

とで効果的な環境学習が実施できます。そのほか、産業、歴史文化施設など

地域に身近にあるものやイベント等も、環境学習等の場や機会として活用す

ることができます。 



事業体としての環境負荷低減に向けた、職員への環境学習等の実施 

市町村自体も事業体であることから、事務や事業に伴う環境負荷の軽減を図るための

取組（環境マネジメントシステムの導入など）や、職員への環境面での持続可能な社会

づくりを目指した環境学習を充実させることが必要です。 

環境学習等を行う各主体への支援 

各主体等が行う環境学習等を発展的・継続的に促進するためには、行政による様々な

支援が重要です。単独の市町村だけでは難しい取組も、各主体との連携・協働により実

施することで容易となり、住民の多様なニーズに合わせたきめ細やかな行政サービスを

提供できます。 

よりよい学びとするために 

側面からサポートする

教材やプログラムなどの提供・貸与、資材などの支援は、各主体の環境学

習等の機会と質の拡充につながります。学校では、外部講師等による出前授

業などのニーズが高まっており、それらに応えるための支援策も期待されま

す。 

環境学習の機会についての情報を分かりやすく提供する

環境学習講座や環境保全活動がいつどこで行われるのか、誰がどのような

出前授業を実施でき、どのようなプログラムを持っているか、どこにどんな

施設があるのかといった環境学習等に役立つ情報をはじめ、地域の環境学習

施設やフィールドに関する情報を蓄積し、取りまとめて発信することで、環

境学習等の機会を十分活用できるようになります。 

環境学習等に取り組む各主体をつなぐ

環境学習等に役立つ情報の蓄積は、支援を必要としている者と、それを提

供できる者とのマッチングに必要不可欠です。また、そのマッチングをコー

ディネートできる人材が身近にいることは、各主体間の連携・協働を効率

的・効果的に行っていくうえで有効であり、市町村にもそうした人材の育成

が期待されます。 

優れた取組を発掘・発信する

表彰やコンクールなどは、優れた取組を広く知らせる効果があります。ま

た、受賞や出場を機に、自身がその意義を再認識して取組をさらに継続・発

展させることにもつながります。また、表彰事例の成功要因や背景などを広

く共有することにより、他の主体へも同様の取組が広がるきっかけとできま

す。 

行政情報を環境学習等に活かす

水質やごみの排出量など行政が持つデータを分かりやすく加工して、地域

の環境を学ぶ「ご当地教材」とすることで、教材に掲載されている一般的な

データよりも、親近感や当事者意識を持って学ぶことができます。

≪県の推進する主な施策≫ 

 県では、前述の「市町村に期待される主な取組」と同様の施策に加え、広域自治体と

して次のような施策を推進していきます。 

県内全域を対象とした環境学習等の推進のための環境づくり 

県は、地域コミュニティや地元の学校、事業者、NPO等のほか県内の市町村が取り

組む環境学習等を推進するため、県内全域を対象とした環境学習に関する計画の策定

や、それを推進するための仕組み等を整える環境づくりを進めていきます。また、市

町村のニーズや特性等に応じた助言等の支援も、必要に応じて行っていきます。 

また、県内には多くの環境学習等の施設が整備されていることから、県がそれらの

施設間の連携を促すことで、各施設が有する経験・ノウハウ等を相互に共有し、環境

学習の質の更なる向上を図ります。さらに、主体間での連携・協働による経験・ノウ

ハウ等の相互共有も促進します。 

○ 県内全域を対象にした環境学習等に関する計画等の策定及び推進 

○ 県内環境学習施設等の連携の充実 

○ 連携・協働を促進するための環境づくり 

環境、環境学習等に関する情報の収集・提供 

各主体が環境学習等を行う際に役立つ情報を提供することの重要性は市町村と同

じですが、県ではさらに、市町村が必要とする広域的な情報についても収集・提供し

ていきます。 

例えば、世界や国の動きを踏まえた地球温暖化・生物多様性の減少・資源循環等の

問題について、国のデータ等を有効に活用しながら必要な情報を収集・提供していく

ことで、効果的な環境学習等を支援していきます。 

○ 環境、環境学習、各主体の活動等に関する情報の収集・提供 



３ 取組の効果的な展開に向けて 

「行動する人づくり」を進めるためには、環境学習等を通じて「五つの力」を育んでいく

ことに併せて、その機会を拡充することや手法の工夫などにより、学びの質を高めることが大

切です。ここでは、環境学習等を効果的に進めるための視点から、県の推進する主な施策を中

心に記載しました。 

（１） 世代に応じた取組の拡充 

環境学習等は、持続可能な社会を支える人づくりであり、継続的・発展的な実施が必

要です。そして、世代ごとに適した環境学習等は異なるため、それぞれ特色を持たせた

内容とすることが求められます。 

そのため、誰もが学べる機会を得られるよう、行政をはじめ地域のあらゆる主体がそ

れぞれ、または連携・協働により、様々な世代に応じた環境学習等を拡充していくこと

が重要です。 

≪県の推進する主な施策≫ 

 各世代のニーズに対応した環境学習等の場や機会の充実に努めるなど、各主体が実施

する多様な環境学習等を支援していきます。

世代に応じた環境学習の実施と情報の提供 

各世代に合った環境学習をはじめ、楽しみながら環境への関心を高めて行動に

つなげることができるよう、誰もが学べる環境づくりに努めます。また、多様な

主体が実施する環境学習講座や環境保全活動がいつどこで行われるのか、どこに

どんな施設があるのかといった情報を蓄積し、取りまとめて発信できる体制づく

りを進めます。 

○ 各世代のニーズに応じた環境学習等の実施や、そのための環境づくり 

○ 連携・協働推進のための場の運用 

○ 県内環境学習施設等の連携の充実 

○ 環境、環境学習、各主体の活動等に関する情報の収集・提供 

（２） 連携・協働の強化 

各主体の取組を一層効果的なものとするには、主体間や世代間の学び合い・育ち合い

へと発展する連携・協働を一層促していくことが必要です。 

ア 多様な主体の連携・協働事業者 

環境学習等は、地域を教材とした自然体験、社会体験、生活体験などの実体験を通

して、より実践的に実感を持って学ぶことが重要です。そうした効果的な環境学習等

には、各主体が相互に連携・協働して、それぞれの持つ人材、場、プログラム等の資

源を活かし合っていくことが欠かせません。連携・協働により、補い合いを超えた相

乗効果が生まれることも少なくありません。 

こうした連携・協働は、地域の人材がその橋渡しをすることで、効率よく進めるこ

とができます。その役割を担うのがコーディネーターであり、その育成や活動支援が

連携・協働の成功を左右する重要な鍵と言えます。 

≪県の推進する主な施策≫ 

連携・協働を促進するための環境づくり 

主体間の相互理解を促して連携・協働機能の充実を図るための仕組み等を最大限

に活かし、各主体のポテンシャルを活かした効果的な環境学習等が展開されるよう

促進します。 

○ 環境学習コーディネーターの設置と、その活用の促進 

○ 環境教育協働授業づくりハンドブックを活用した研修等の実施 

○ 連携・協働推進のための場の運用 

○ 県内環境学習施設等の連携の充実 

イ 世代間の連携・協働 

異なる世代が学び合うことで、異なる時代のことを知り、互いに気づきや発見を得

る育ち合いに発展し、深い学びにつながります。 

≪県が推進する主な施策≫ 

世代間の学び合い・育ち合いを促す環境学習等の推進 

世代間の学び合いを促すための環境づくりを行います。また、各主体が実施

する環境学習等の中に、世代間の学び合い・育ち合いを意識した内容が盛り込

まれるよう、必要な情報を収集・発信して支援します。 

○ 高齢社会を踏まえ、中高年等の知識や経験を環境学習等で他の世代に伝え

るための環境づくり 

○ 世代間の連携・協働により深い学び合い・育ち合いにつながった事例につ

いての情報収集・発信 



第３章 計画の推進 

 １ 推進体制 

本行動計画は、県、市町村、県教育委員会、学校教育及び社会教育関係者、県民、事業者、

NPO 等、学識経験者から構成された｢愛知県環境教育等推進協議会｣の協議を経て策定しまし

た。本行動計画における具体的な取組の実施に関し、同協議会の構成員が中心となり、相協

力して環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育並びに協働取組を推進していきま

す。また、同協議会において本行動計画の進捗を把握し、その結果を効果的な施策展開につ

なげていきます。 

 ２ 進捗状況の把握 

行動計画の進捗状況の把握に当たっては、代表的な取組がどれだけ進んだかを数値により

定量的に評価するほか、各種アンケートなどにより定性的な評価を行って、行動計画に基づ

く環境学習等の取組の改善や見直しに役立てていきます。 

定量的・定性的評価は、学びを行動につなぐ「五つの力」ごとに、次の代表的な事業例と

指標例により、原則として毎年度把握していくこととします。その結果や得られた改善策等

は、各主体の取組にも反映できるよう広く発信することで、県全体としてのレベルアップを

図っていきます。 

表２「五つの力」評価の対象の主な事業例と指標例 

五つの

力 

評価の対象とする 
主な事業例 

指標例 

体感 

する力

幼児などを対象とする

自然体感プログラム提

供事業 

・アンケート結果（新たな気づきや発見が得られたか等）

・プログラム参加者数 

・プログラム実施回数 

理解 

する力

小中学生などを対象と

する、環境問題を幅広く

取り上げる各種講座の

実施事業 

・アンケート結果（環境問題を自分のこととして捉えられ

たか等） 

・講座参加者数 

・講座数 

探究 

する力

高校生などを対象とす

る調査研究的な事業 

・アンケート結果（物事を他の側面から捉え、次の疑問や

課題を見つけられたか等） 

・調査研究等を行う高校生等の参加者数 

・参加者による取組や取組成果の発信回数 

活用 

する力

大学生などを対象とす

る課題解決型の事業 

・アンケート結果（自分のすべきことに必要な知識やスキ

ルに気づいたか等） 

・課題解決等を行う大学生等の参加者数 

・参加者による取組や取組成果の発信回数 

共働 

する力

連携・協働の促進やコー

ディネートを行う事業 

・アンケート結果（他者と共働することの価値を感じられ

たか等） 

・連携・協働に関する講座の参加者数 

・コーディネート事業等により行われた協働授業の数 

また、本行動計画は、環境学習等の機会の拡充等を通して持続可能な社会を支える「行動

する人づくり」を目的としていることから、県全体の傾向を把握するため、以下の数値につ

いても概ね５年ごとに調査します。 

県政世論調査で「環境学習や環境保全活動に参加したことがある」と答えた人の割合※

（参考：平成 28 年度 66.0％） 

※P.5「図３（２）環境学習講座や環境保全活動への参加状況」で「参加したことはないが、機会があれ

ば参加したい」、「参加したことがないし、参加したいとも思わない」、「無回答」を除いた割合 

～ 本行動計画における用語の使い方について ～ 

本行動計画でいう「環境学習等」とは、環境学習（学校における環境教育を含む）及び学び

の機会となる様々な活動のことを指します。 

また、本行動計画では、常用漢字を用いることを基本とするものの、環境に関する普及・啓

発のあらゆる場面で活用される際に分かりやすく伝わることを重視して、一部の文言については

以下のとおり表現することとします。 

生かす → 活かす（既にあるものを活用する意味合いを強調するため） 

全て  → すべて（誰にでも読みやすく分かりやすいものとするため） 

良い・善い→よい （より好ましいという意味と、環境配慮の視点からより適切なという意

味の両方の意味） 

問題・課題 → あるべき姿と現状との差を「問題」、問題の解決のために達成すべきことを

「課題」を用います。 

共働・協働 → 一人一人の人間が他者と力を合わせる場合に「共働」、事業者や NPO、学校

といった主体が他の主体と連携する場合に「協働」を用います。 

触れ合う → ふれあう（触覚だけを使うような誤解を避けるため） 

また、「県民」には、県内在住者のほか、在勤・在学者を、「事業活動」には農林水産業やサー

ビス業も含みます。 


